
（平成２３年５月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認鹿児島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



鹿児島国民年金 事案 713 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 56年２月から 61年３月まで 

    申立期間①については、会社を退職する際に総務担当者から、「田舎に

帰ったらしばらくは働かないだろうから、まとめて払っておきなさい。」

と言われ、帰郷後の昭和 51 年 10 月頃に、６か月分の国民年金保険料を納

付した。 

    申立期間②については、会社を退職し結婚する前に、両親から「年金を

払っておかないと、年を取ってからもらえなくなるよ。」と言われたこと

を覚えており、毎月、近くの金融機関で納付していたはずである。 

    このため、申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、事業所退職後、転居した町において、昭

和 51 年 10 月１日付けで国民年金の被保険者資格を取得し、申立期間①を含

む同年 10 月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付していたことが特殊

台帳及び町の国民年金被保険者名簿により確認できるところ、申立人の国民

年金の被保険者資格は、申立人がその後に転居した市において、54 年 12 月

27 日付けで、当該申立期間中の 52 年１月 21 日に遡って喪失処理（理由：厚

生年金保険加入）が行われていたことが同市の国民年金被保険者名簿により

確認できるが、申立期間①当時において、申立人の厚生年金保険の加入記録

は見当たらないことから、同市における申立人の国民年金被保険者資格の喪

失処理は誤ってなされたものと考えられる上、特殊台帳には当該期間の保険



料の納付済みの記録は確認できるものの、国民年金保険料が還付された形跡

は見当たらない。 

   一方、申立期間②について、申立人に対しては、申立期間②直後の昭和 61

年４月に国民年金第３号被保険者資格取得者として新たに国民年金手帳記号

番号が付与されている上、申立期間②は 62 か月間と長期間であり、かつ、56

年２月１日付けで厚生年金保険被保険者資格喪失後、61 年４月に国民年金被

保険者資格（第３号）を再取得するまでの間、同市において国民年金の再加

入手続が行われた形跡が無く、オンライン記録においても未加入期間となっ

ていることを踏まえると、申立期間②の国民年金保険料を納付できなかった

ものと考えるのが自然である。 

   また、申立人が、申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間②の国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①の国民

年金保険料については、納付していたものと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 681 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 25 年７月５日であると認められ

ることから、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日の記録を訂

正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額を１万 2,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年 11月 13日から 24年３月 12日まで 

             ② 昭和 25年６月 22日から同年７月 16日まで 

             ③ 昭和 36年 10月 15日から同年 11月 26日まで 

             ④ 昭和 37年３月９日から同年５月 19日まで 

             ⑤ 昭和 37年５月 20日から同年６月 13日まで 

             ⑥ 昭和 37年６月 20日から同年８月 20日まで 

    申立期間①及び②については、私が昭和 23年 11月から 28年４月までの

間、Ａ社所有の複数の船舶で機関員、甲板員等として勤務していたにもかか

わらず、船員保険の加入記録が無い｡しかし、私の船員手帳により、私が両

申立期間中、それぞれ申立事業所のＢ船舶、Ｃ船舶に乗船していたことが分

かる。 

    申立期間③、④、⑤及び⑥についても、私の船員手帳により、それぞれＡ

社のＤ船舶、Ｅ社のＦ船舶、再びＡ社のＤ船舶、Ｇ社のＨ船舶に乗船してい

たにもかかわらず、船員保険の加入記録が無い。 

    申立期間①、②、③、④、⑤及び⑥について、船員保険被保険者として船

員保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、Ａ社が保管している人事記録から、申立人が申立期

間②を含むこととなる昭和 24年３月 10日から 28年４月 11日までの間、当該



事業所に在籍していたことが確認できる。 

   また、オンライン記録及び申立人に係る船員保険被保険者台帳により、申立

人のＡ社に係る船員保険の被保険者資格記録は、昭和 24 年３月 12 日から 25

年６月 22日となっている。 

   しかしながら、申立事業所に係る船員保険被保険者名簿によると、申立人の

資格喪失日は、昭和 25年６月 22日ではなく、同年７月５日となっていること

が確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人の被保険者資格の喪失日を

昭和 25 年７月５日とする届出を社会保険事務所（当時）に行っていたことが

認められることから、申立人の資格喪失日を同日に訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、被保険者名簿に記載されている

昭和 25年６月の記録から、１万 2,000円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間①及び申立期間②のうち昭和 25年７月６日から同年７月 16

日までの期間、申立期間③及び⑤については、申立人の妻が保管している船員

手帳により、申立人が各申立期間中、Ａ社所有の申立船舶の船員として雇い入

れられていることが確認できる。 

   しかし、これらの期間については、Ａ社では、前述の人事記録以外には、当

時の関係資料を保管していないことなどから、当該期間における船員保険の加

入状況、保険料の控除状況等はいずれも不明と回答している。 

   また、申立事業所に係る船員保険被保険者名簿に記載されている複数の元同

僚が、「私はＡ社の雇い入れから３か月ほど経過するまで、船員保険に加入さ

せられなかった。」などと供述していることを踏まえると、申立事業所では各

申立期間当時、従業員の一部をその雇入期間のとおりには船員保険に加入させ

ていなかったことがうかがえる。 

   さらに、申立期間①、③及び⑤については、前述の船員保険被保険者名簿で

は、各申立期間に申立人の氏名は無い上、このうちの申立期間③及び⑤には、

整理番号の欠番も見られないことから、申立人の被保険者資格記録が欠落した

とは考え難い。 

   次に、申立期間④については、前述の船員手帳により、申立人がＥ社所有の

申立船舶の船員として雇い入れられていることが確認できる。 

   しかし、Ｅ社は、昭和 39年４月 23日付けで船員保険の適用事業所ではなく

なっており、商業登記簿謄本では、当該事業所は平成 12年 11月 29日付けで

清算結了登記されていることが確認できる上、当時の元事業主も既に死亡して

いることなどから、申立期間④における船員保険の加入状況、保険料の控除状

況等が不明である。 

   また、前述の船員手帳、及び申立事業所に係る船員保険被保険者名簿のいず

れにも記載されている元船長は、「申立人は臨時扱いであったので、船員保険

には加入していないと思う。」とするとともに、別の元同僚は、「私は昭和



34 年頃に申立事業所の船員として雇われたが、約３年間は船員保険に加入さ

せてもらえなかった。」と供述している。 

   さらに、前述の被保険者名簿では、申立期間④において申立人の氏名は無く、

整理番号の欠番も見られないことから、申立人の被保険者資格記録が欠落した

とは考え難い。 

   最後に、申立期間⑥については、前述の船員手帳により、申立人がＧ社所有

の申立船舶の船員として雇い入れられていることが確認できる。 

   しかし、Ｇ社は、平成 13 年４月２日付けで船員保険の適用事業所ではなく

なっている上、現存する当該事業所では、当時の関係資料を保管していないこ

となどから、申立期間⑥における船員保険の加入状況、保険料の控除状況等は

不明と回答している。 

   また、前述の船員手帳、及び申立事業所に係る船員保険被保険者名簿のいず

れにも記載されている元船長は、「臨時扱いであった申立人が船員保険に加入

していたかどうかは分からない。」とするとともに、別の元同僚は、「申立事

業所では、臨時の雇入期間は原則、船員保険に加入していなかった。」と供述

している。 

   さらに、前述の被保険者名簿では、申立期間⑥において申立人の氏名は無く、

整理番号の欠番も見られないことから、申立人の被保険者資格記録が欠落した

とは考え難い。 

   このほか、申立期間③、④、⑤及び⑥については、申立人はこれらの申立期

間を全て含む昭和 36年４月から 37年８月までの間、国民年金に加入し、同保

険料を現年度で納付していることが確認できる上、申立期間①及び申立期間②

のうち 25年７月６日から同年７月 16日までの期間、申立期間③、④、⑤及び

⑥において、申立人の船員保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事

情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間①及び申立期間②のうち昭和 25 年７

月６日から同年７月 16 日までの期間、申立期間③、④、⑤及び⑥に係る船員

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



鹿児島厚生年金 事案 682 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平成

５年５月は 50万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が、上記の訂正後の標準報酬月額に基づく船員保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく船員保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否

かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から６年４月１日まで 

    申立期間に係る標準報酬月額については、私が申立事業所の給与から控除

されていた保険料額に見合う金額に比べ低くなっている。 

    このことは、私が保管している給与支給明細書で分かるので、申立期間に

ついて、保険料控除額に見合う標準報酬月額に係る記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、当該期間に係る標準報酬月額の相違について

申し立てているところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内とされていることから、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人が保管している給料支給明細書において確認できる船員

保険料控除額及び報酬月額から、申立期間のうち、平成５年５月は 50 万円に

訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、申立事業所は、平成 13 年７月１日付けで船員保険の適用事業所ではな

くなっているなど、このほかに確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料等が無いことから、行ったとは

認められない。 

   一方、申立期間のうち、平成５年４月及び同年６月については、前述の給与

支給明細書により、船員保険料控除額及び報酬月額が共に確認できるものの、

これらに見合う標準報酬月額の低い方の額が、オンライン記録上のものに比べ

て、いずれも低額と認められることから、特例法による保険給付の対象に当た

らないため、あっせんは行わない。 

   また、申立期間のうち、平成５年７月から６年３月までの期間（計９か月間)

について、申立人は、当該期間に係る保険料控除額を確認できる関連資料等を

保管していないとともに、前述のとおり、申立事業所は既に適用事業所ではな

くなっており、元事業主等とも連絡が取れないことなどから、申立期間におけ

る保険料の控除状況等が不明であり、記録の訂正を行うまでには至らない。 

   さらに、オンライン記録では、当該期間の標準報酬月額が遡及して取り消さ

れたり、より低額な金額へと訂正された形跡などは確認できない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



鹿児島厚生年金 事案 683 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日（昭和 57 年

12 月 14 日）及び資格取得日（昭和 58 年６月１日）を取り消し、申立期間の

標準報酬月額を６万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 12月 14日から 58年６月１日まで 

    私は、昭和 54年４月から 61年２月までの間、Ａ社で継続して勤務してい

たにもかかわらず、この途中となる申立期間における厚生年金保険の加入記

録が無い。 

    しかし、私は申立事業所の事務員として、その業務内容も変わりなく、ま

た、申立期間中も途切れることなく働いていたので、厚生年金保険に加入し

ていたはずである。 

    申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険・厚生年金保険被保険者名簿では、申立人が昭和 54 年

４月 10日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、57年 12月 14日に資格を

喪失後、同一の厚生年金保険の記号番号で 58 年６月１日に資格を再取得して

おり、申立期間に係る加入記録が無い。 

   しかしながら、申立事業所は、平成７年６月 30 日付けで厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっているものの、元事業主は、「申立人は申立期間当時、

本社事務所とは異なる別の事務所に常時配置していた二人の従業員のうちの

一人である。申立人を申立期間当時、約半年間も休ませた覚えはない。」など

と供述している。 



   また、申立人及びこの元事業主が共に氏名を挙げた元同僚も、「申立人は、

私と一緒に、本社事務所とは別の事務所で同じ業務に従事していた。申立人が

途中で約６か月間も休んだことなどはなかった。」旨供述している。 

   さらに、オンライン記録等では、申立事業所における全被保険者延べ 14 人

（申立人を除く。）のうち、厚生年金保険の被保険者資格記録が途切れている

者は皆無である。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間においても厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立事業所に係る社会

保険事務所（当時）の、昭和 57 年 11 月及び 58 年６月の記録から６万 8,000

円とすることが妥当である。 

   また、申立人に係る申立期間における保険料の事業主による納付義務の履行

については、申立事業所は、前述のとおり、既に適用事業所ではなくなってい

る上、元事業主も当時の関係資料を保管していないことなどから、当該期間に

おける厚生年金保険の加入状況、保険料の控除状況等は不明としている。しか

し、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていな

いにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録するとは考え難いことから、

事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行って

おり、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



鹿児島国民年金 事案 714 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から同年８月まで 

    申立期間については、私の父が、国民年金への加入は国民の義務だと言

って、国民年金の加入手続を行い、保険料も納付してくれた。年金手帳に

書いてある国民年金の加入期間の保険料は、私の父が全て納付してくれた

と思うので、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 56 年９月１日以降にＡ市に払い出

され、同市の国民年金被保険者名簿の得喪年月日欄に「48.４.１強制」、

「56.11.30 任意」及び処理年月日欄に「56.11.30」の記載が確認できること

から、申立人は、56 年 11 月 30 日に国民年金の加入手続を行い、短期大学卒

業直後の 48 年４月１日に遡って国民年金の被保険者資格（強制）を取得する

とともに、56 年 11 月 30 日に同任意資格を取得したものと推認でき、当該加

入手続を行った時点では、申立期間は、未加入期間であり、制度上、国民年

金保険料を納付することができない期間であり、別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は、国民年金の加入手

続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、

保険料を納付していたとするその父親からは、申立人の国民年金の加入手続

等について聴取できないため、当時の状況が不明であるなど、ほかに申立期

間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



鹿児島国民年金 事案 715 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和57年８月から58年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年８月から 58年３月まで 

    私は、昭和 58 年４月か５月頃に、Ａ町（現在は、Ｂ市）から国民年金保

険料が未納であるとの連絡を受け、兄に車で送ってもらい、役場で保険料

を納付した。納付した金額や期間については覚えていないが、確かに国民

年金保険料を支払ったことを覚えているので、申立期間が未加入とされて

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 58 年４月か５月頃に

Ａ町役場から連絡を受けて、未納期間分の保険料を納付したと述べていると

ころ、申立期間当時、居住していたＣ市の国民年金被保険者名簿では、57 年

８月 28 日にＤ市に転出したことが記載されているものの、同年８月１日に厚

生年金保険被保険者資格喪失後、申立人が、Ｃ市において、国民年金の加入

手続を行った形跡は見られない上、58 年３月 28 日にＡ町に転入した後にお

いても、申立人が国民年金の加入手続を行った形跡は確認できないことから、

申立期間は、国民年金の未加入期間であり、申立人は、国民年金保険料を納

付することができなかったものと考えるのが自然であるほか、申立人に対し

て、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

   また、申立人は、Ａ町において、昭和 60 年 12 月に国民年金に再加入して

いることが確認できるが、当該再加入の時点において申立期間は、時効によ

り国民年金保険料を納付できない期間である。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険



料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



鹿児島国民年金 事案 716 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和46年２月から48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年２月から 48年３月まで 

    私が 20 歳になった頃、私の母が、私の国民年金の加入手続を行い、両親、

私及び兄２人の家族５人分の国民年金保険料を集金人（納付組織の組合

長）に納付していた。年金手帳には、昭和 46 年２月から国民年金に加入

していることが記載されており、申立期間の国民年金保険料が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 12 月１日に市に払い出され、

翌 51 年４月 15 日に国民年金の加入手続を行い、20 歳に遡って国民年金の被

保険者資格を取得したことが市の国民年金被保険者名簿により確認できると

ころ、当該加入手続時点で、申立期間は、時効により国民年金保険料を納付

できない期間である上、申立期間当初から 47 年７月までは、厚生年金保険

の被保険者として申立人の家族とは別の県に居住していたことが戸籍の附票

等で確認でき、申立人の主張と異なっているほか、当該記号番号とは別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

   また、申立人は、申立期間当時、家族５人分（両親、申立人及び兄２人）

の国民年金保険料を集金人に納付していたと述べているが、その２人の兄の

国民年金手帳記号番号は、申立期間後の昭和 48 年 10 月３日に連番で市に払

い出されていることが確認できることから、申立期間当時、申立人を含む家

族５人分の国民年金保険料を集金人に納付していた可能性は低い。 

   さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人自身は、国民年金の加入



手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行

い、保険料を納付していたとするその母親からは、申立人の国民年金の加入

手続等について聴取できないため、当時の状況が不明であるなど、ほかに申

立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



鹿児島国民年金 事案 717 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和45年９月から48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年９月から 48年３月まで 

    申立期間当時の勤務先の事業所で、「20 歳になったら国民年金保険料を

強制的に納付しなければならない。」と聞いた記憶があり、国民年金保険料

は、その事業所が給料から差し引いて納付してくれていたと思う。40 年前の

ことであり、領収証や給与明細書など納付したことを証明するものは無い

が、事業所が国民年金保険料を納付していたと思うので、申立期間の国民

年金保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 49 年１月 30 日に市に払い出され

ていることが確認できるとともに、昭和 48 年度の国民年金保険料が 49 年３

月４日に納付されていることが確認できることから、申立人は、この頃に国

民年金の加入手続を行ったものと推認でき、当該加入手続を行った時点では、

申立期間の大部分は、時効により保険料を納付できない期間である上、市の

国民年金被保険者名簿の納付記録欄にも申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付した記録が無く、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人は国民年金の加入手続及

び国民年金保険料の納付についての記憶が明確でないため、国民年金保険料

の納付状況等が不明である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



鹿児島国民年金 事案 718 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和57年４月から61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 61年３月まで 

    申立期間当時は、仕事をしていたので、国民年金保険料を納付できない

ような状況ではなく、免除申請を行った記憶も無い。国民年金保険料を納

付することは義務だと思っていたので、毎月、市役所の窓口で納付してい

たはずであり、申立期間の国民年金保険料が申請免除とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 52 年８月に国民年金に任意加入して以降、申立期間の直前

まで国民年金保険料を欠かさず納付していることが確認できるものの、申立

期間に係る市の昭和 57 年度から 60 年度までの各年度の国民年金保険料徴収

簿及び納付組織別徴収簿には、納付済みの検認印は見られず、申立人の免除

申請が承認されたことを示す「４自３至申免承認」の記載が確認できるのみ

である上、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、「当時は、免除

申請の制度も知らず、免除申請を行った記憶は無いが、誰かが行ったかもし

れない。」と述べており、申立期間当時、申立人と同居していた母親（世帯

は申立人と別扱い）は、過去において複数回、免除申請の事跡がある上、申

立期間の一部である 58 年４月から 59 年３月までの期間が申請免除期間とな

っていることが、市の国民年金保険料徴収簿により確認できることを踏まえ

ると、その母親が申立人に代わって免除申請を行ったものと考えるのが自然

であるほか、申立期間の国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

   また、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料



を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



鹿児島厚生年金 事案 684 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年３月 31日から同年４月１日まで 

             ② 平成８年５月 31日から同年６月１日まで 

    申立期間①については、平成６年６月から８年３月までの間、Ａ社の職員

として勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が無い。 

    また、申立期間②については、平成８年４月から同年５月までの間、Ｂ社

で勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が無い。 

    しかし、私が、両事業所において、それぞれ平成８年３月 31 日まで、同

年５月 31 日まで働いていたことは間違いないので、申立期間①及び②につ

いて、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、Ａ社で平成８年３月 31 日まで勤務して

いたと主張しているものの、現在のＣ社が保管している申立人に関する人事記

録では、申立人の申立事業所における退職日は同年３月 30 日付けとなってい

ることが確認できる。 

   また、Ｃ社では、申立人の雇用期間は平成８年３月 30日までであり、厚生

年金保険の資格喪失日は翌日の３月 31日になるため、申立人の３月分の保険

料は発生せず、申立期間①の厚生年金保険料は、申立人の給与から控除して

いない旨回答している。 

   次に、申立期間②については、申立人は、Ｂ社で平成８年５月 31 日まで勤

務していたと主張しているものの、雇用保険の記録では、申立人の申立事業所

における離職日は同年５月 30日付けとなっていることが確認できる。 

   また、申立事業所は、平成８年 12 月１日付けで厚生年金保険の適用事業所



ではなくなっており、当時の元事業主も既に死亡しているとともに、元同僚の

供述によって当該事業所の社会保険事務を担当していたとする元事業主の妻

は、「私は社会保険事務を担当していたことはない。また、当時の申立人の勤

務状況、厚生年金保険の加入状況、保険料の控除状況等は分からない。」旨供

述していることなどから、申立期間②における厚生年金保険の加入状況、保険

料の控除状況等が不明である。 

   さらに、オンライン記録上の申立事業所における元同僚８人から聴取したも

のの、申立期間②における申立人が勤務していた時期、厚生年金保険の適用の

有無について供述等を得られない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


